
男鹿市告示第４２号 

 

男鹿市販路拡大支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

 

令和５年３月３１日 

 

男鹿市長  菅 原 広 二 

 

 

男鹿市販路拡大支援事業補助金交付要綱の一部を改正する告示 

男鹿市販路拡大支援事業補助金交付要綱（令和２年男鹿市告示第２５号）の一部を次のように改

正する。 

 

 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ 複合型 第３条第１項第１号及び第２号

に該当する事業。 

⑴ 複合型 第３条第１項第１号から第３号

までの複数に該当する事業。 

⑵ 単独型 第３条第１項第１号又は第２号

のいずれかに該当する事業。 

⑵ 単独型 第３条第１項第１号から第３号

までのいずれかに該当する事業。 

⑶ 継続型 第３条第１項第３号に該当する

者が実施する事業。 

⑶ 継続型 第３条第１項第４号に該当する

者が実施する事業。 

⑷ （略） ⑷ （略） 

（交付対象者） （交付対象者） 

第３条 補助機のの交付対象者となる事業者

は、男鹿市内各事業所、新規起業者又は市内個

人事業主であって、商品開発や販売を目的と

した事業を実施又は実施予定であり、暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第77号）第２条第２項に指定

する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴

力団員ではない者又は警察当局からの排除要

請がない者で、次の各号のいずれかに該当す

る者とする。 

第３条 男鹿市内各事業所、新規起業者又は市

内個人事業主であって、商品開発や販売を目

的とした事業を実施又は実施予定であり、暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第77号）第２条第２項に指定

する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴

力団員ではない者又は警察当局からの排除要

請がない者で、次の各号のいずれかに該当す

る者。 

⑴ 及び⑵ （略） ⑴及び⑵ （略） 

＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿ 

⑶ デリバリー、テイクアウト及びネット通

販その他の非入店型事業に新規参入するこ

と。 

⑶ （略） ⑷ （略） 

（交付の申請） （交付の申請） 



改正後 改正前 

第５条 補助事業者は、補助金の交付を受けよ

うとするときは、補助金交付申請書（様式第１

号）に商品開発事業計画書（様式第２号）及び

市長が定める書類（以下「添付書類」という。）

を添えて、市長に提出しなければならない。 

第５条 補助事業者は、補助金の交付を受けよ

うとするときは、補助金交付申請書（様式第１

号）に市長が定める書類（以下「添付書類」と

いう。）を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

（補助交付審査及び交付決定通知） （補助交付審査及び交付決定通知） 

第７条 市長は、補助交付申請書の提出があっ

た場合は、提出された補助交付申請書を基に

補助事業者と面談や現地調査を実施し、補助

交付審査を実施するものとする。 

第７条 市長は、補助交付申請書の提出があっ

た場合は、提出された補助交付申請書を基に

補助事業者と面談や現地調査を実施し、ヒア

リングシート（様式第２号）を作成し、補助交

付審査を実施するものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（計画変更の承認等） （計画変更の承認等） 

第10条 補助事業者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、あらかじめ補助事業計画変

更届（様式第４号）を市長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

第10条 補助事業者は、次の各号のいずれかに

該当するときは、あらかじめ補助事業計画変

更届（様式第４号）を市長に提出し、その承認

を受けなければならない。 

⑴ 補助対象経費の区分ごとに配分された額

を変更しようとするとき。ただし、各配分額

の20パーセント以内の流用増減を除く。＿ 

⑴ 補助対象経費の区分ごとに配分された額

を変更しようとするとき。（各配分額の20パ

ーセント以内の流用増減を除く。） 

⑵ 補助事業の内容を変更しようとすると

き。ただし、次に掲げる軽微な変更を除く。 

⑵ 補助事業の内容を変更しようとすると

き。（ただし、次に掲げる軽微な変更を除

く。） 

ア及びイ （略） ア及びイ （略） 

⑶ （略） ⑶ （略） 

２ （略） ２ （略） 



改正後 改正前 

別表１（第４条関係） 

 

別表１（第４条関係） 

 

様式第１号（第５条関係） 様式第１号（第５条関係） 

 
 



改正後 改正前 

様式第２号（第５条関係） 様式第２号（第７条関係） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（第１０条関係） 様式第４号（第１０条関係） 

  



改正後 改正前 

様式第６号（第１１条関係） 様式第６号（第１１条関係） 

  

様式第７号（第１３条関係） 様式第７号（第１３条関係） 

  



改正後 改正前 

様式第９号（第１５条関係） 様式第９号（第１５条関係） 

  

様式第１１号（第１５条関係） 様式第１１号（第１５条関係） 

  

備考  改正箇所は、下線が引かれた部分及び太枠で示した部分である。 

 



附則 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 


